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平成20年11月４日（火曜日）

午前10時２分開会

○環境対策及び農林漁業振興対策に関する調査

○その他報告事項

・中国木材(株)の日向市進出に係る覚書の調印

について

・燃油高騰対策（園芸・水産）について

・食の安全・安心対策について

出席委員（９人）

委 員 長 宮 原 義 久

副 委 員 長 黒 木 正 一

委 員 外 山 三 博

委 員 坂 口 博 美

委 員 蓬 原 正 三

委 員 野 辺 修 光

委 員 満 行 潤 一

委 員 松 田 勝 則

委 員 長 友 安 弘

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 髙 柳 憲 一

環境森林部次長 森 山 順 一
（ 総 括 ）

環境森林部次長 寺 川 仁
（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
飯 田 博 美環 境 森 林 課 長

計 画 指 導 監 森 房 光

環 境 管 理 課 長 堤 義 則

環境対策推進課長 道 久 奉 三

施設調査対策監 大 坪 篤 史

自 然 環 境 課 長 飯 干 利 廣

森 林 整 備 課 長 徳 永 三 夫

山村・木材振興課長 楠 原 謙 一

木材流通対策監 河 野 憲 二

工 事 検 査 監 濵 砂 金 徳

農政水産部

農 政 水 産 部 長 後 藤 仁 俊

農政水産部次長 西 田 二 朗
（ 総 括 ）

農政水産部次長 伊 藤 孝 利
（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長 太 田 英 夫
（ 水 産 担 当 ）

部 参 事 兼
岡 崎  博農 政 企 画 課 長

農 水 産 物 郡 司 行 敏
ブランド対策監

地域農業推進課長 上 杉 和 貴

担 い 手 対 策 監 山 内 年

営 農 支 援 課 長 吉 田 周 司

農業改良対策監 佐 藤 吉 史

消費安全企画監 八反田 憲 生

農 産 園 芸 課 長 串 間 秀 敏

畜 産 課 長 押 川 延 夫

家畜防疫対策監 山 本 慎一郎

農 村 計 画 課 長 原 川 忠 典

国営事業対策監 桐 山 和 人

農 村 整 備 課 長 矢 方 道 雄

工 事 検 査 監 西 重 好

水 産 政 策 課 長 桑 原 智

漁 業 調 整 監 山 田 卓 郎

漁港漁場整備課長 那 須 司

漁港整備対策監 今 西 宏 美

総合農業試験場長 村 田 壽 夫

県立農業大学校長 米 良 弥
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畜 産 試 験 場 長 荒 武 正 則

水 産 試 験 場 長 関 屋 朝 裕

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 大 野 誠 一

政策調査課主査 坂 下 誠一郎

○宮原委員長 ただいまから、環境農林水産常

任委員会を開会いたします。

まず、委員会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、そのように決定いた

します。

執行部入室のため暫時休憩いたします。

午前10時２分休憩

午前10時４分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

当委員会への報告事項の説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

○髙柳環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願い申し上げます。

説明に入ります前に、お礼をまず申し上げた

いと思います。11月１日に、綾町三本松公園で

開催いたしました第３回「水と緑の森林づくり」

県民ボランティアの集いにおきまして、約600名

という多数の県民の皆様に森林づくりを行って

いただいたところでございます。当委員会から

も、宮原委員長、黒木副委員長に御参加をいた

だきまして、大変ありがとうございました。お

礼を申し上げます。

それでは、座って説明させていただきます。

中国木材株式会社の進出につきましては、会

社が計画を表明して以来、賛否両論があり、県

といたしましては、これまで林業・木材産業関

係者や会社に対しまして、十分な話し合いを持

つようお願いするとともに、積極的に助言指導

を行ってきたところであります。

このたび、林業３団体と会社との間で、進出

について合意形成に至りまして、10月28日に覚

書の調印がなされましたので、御報告をさせて

いただきます。

詳細につきましては、担当の木材流通対策監

が御説明申し上げますので、よろしくお願いい

たします。

○河野木材流通対策監 それでは、常任委員会

資料の１ページをお開きいただきたいと思いま

す。

中国木材（株）の日向市進出に係る覚書の調

印についてでございます。

まず、１の概要にありますとおり、平成19年

１月に中国木材が日向市への進出の意向を表明

して以来、進出反対の決起大会や進出賛成の陳

情活動が行われてまいりました。そこで、地元

耳川の関係者による会議や、林業３団体、括弧

書きにありますように、宮崎県木材協同組合連

合会、宮崎県森林組合連合会、宮崎県造林素材

生産事業協同組合連合会ですが、３連合会によ

ります検討会で真剣な議論が重ねられ、10月28

日に、副知事立ち会いのもと、林業３団体と中

国木材との間で覚書の調印が行われたところで

あります。

次に、２のこれまでの経緯等でございます。

平成19年１月に、中国木材が日向市へ進出し

たいとの意向表明を行いまして、あわせて日向

市と県に説明が行われております。２月には、

林業３団体に対しまして、計画の概要が説明さ
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れております。これを受けて３月には、進出の

反対派・賛成派がそれぞれ陳情活動を開始いた

しております。そして５月には、県木連など県

内10団体の主催による「進出反対決起大会」が

開催されております。中国木材としては、早期

の進出は望むものの、地元の理解を得た上での

進出としたいということがございまして、時間

がかかっても話し合いを重ねていきたいという

基本姿勢でありました。そこで、地元耳川流域

では、耳川広域森林組合長が発起人となりまし

て、９月に「耳川流域の林業・木材産業の健全

な発展を考える会議」が設置され、川上から川

下までの13名が委員となりまして、人工林資源

の有効活用と持続可能な森林経営のあり方から

中国木材進出の問題まで、耳川流域の林業・木

材産業の将来像に関しまして、９回にわたり真

剣な議論が重ねられました。

年が明けまして平成20年の２月には、林業３

団体の会長、副会長を委員とします「中国木材

（株）進出に関する検討会」が設置されており

ます。座長に宮崎県木材協同組合連合会長がつ

きまして、県全体の問題として、中国木材の進

出計画の是非から本県林業・木材産業の振興全

般につきまして、７回にわたって検討が重ねら

れました。３月には、地元耳川の住民の総意と

して、東臼杵郡町村議会議長会が日向市長に対

しまして、進出計画の支援と積極的な誘致活動

を要望いたしております。６月には、「考える会

議」が地元の意見を集約し、提言書として「検

討会」に提出し、８月には、「検討会」が地元か

らの提言書をもとに進出条件を取りまとめ、中

国木材と具体的な協議に入っております。そし

て、このたび協議が整いまして、先週10月28日

に、林業３団体と中国木材との合意のあかしと

して、覚書の調印が行われたところであります。

右の２ページをごらんいただきたいと思いま

す。

３の「覚書の主な内容」であります。

覚書は全文11条から成っておりますが、その

主な内容について御説明をいたします。

まず、（１）の「林業３団体と中国木材(株)は、

県産材の利用促進について相互に協力し合い、

本県の林業・木材産業の発展に尽力すること」

としておりまして、ここで進出に際しての互い

の基本姿勢を確認しております。

次の（２）から（４）にかけましては、原木

についての取り決めであります。

（２）は「中国木材(株)は、製材用原木の調

達を目的とした立木の購入は、原則として行わ

ないこと」、また（３）は「中国木材(株)の使用

する製材用原木は、国産材に限ること」となっ

ておりまして、ここで原木の調達方法、種類に

関して取り決めをしております。

（４）は「県森連、県素連は、原木市場等と

連携・協力して、中国木材(株)の製材工場及び

県内の製材工場が必要とする原木の安定供給に

努めること」となっております。本県の原木供

給側としての努力義務を掲げたものであります。

そして、（５）は土地の提供です。「中国木材

(株)は、製材用原木を集荷・選別するために必

要な土地を製材工場等に隣接して確保し、これ

を県森連等に提供すること」となっております。

これは、円滑に原木供給を行うために必要な土

地として、中国木材の工場敷地の一角を提供す

る取り決めをしております。

次に、（６）と（７）は、県内製材業者との連

携協調についての取り決めであります。

（６）は「中国木材(株)は、原則として集成

材用ラミナを主体に生産するものとし、県内に

製材品を出荷する際は林業３団体と協議するこ
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と」、（７）は「中国木材(株)は、県内製材業者

に対し、船舶での積み合わせ輸送、乾燥施設・

販売網の利用について協力すること」となって

おります。県内製材業者との県内での競合を避

けることや、また、県外出荷の際に輸送・販売

など地元業界との連携・協調を図ることを取り

決めております。

最後でございますけれども、（８）の「林業３

団体と中国木材(株)は、関係者と一体となり再

造林の推進に努めること」となっております。

これは、未植栽地の抑制・解消について一丸と

なって取り組むものでございます。

次に、４の「進出計画の概要」についてであ

ります。

（１）の目的ですが、日向の工場では、集成

材用ラミナ―これは板でございますけれども

―及び集成材の製造を行うとしております。

（２）の施設整備等ですが、第１期から第３

期に分けられておりまして、まず第１期にはラ

ミナ用製材工場の建設でございます。第２期に

木材乾燥施設の建設です。第３期に集成材工場

の建設を計画しておりまして、雇用の累計人数

としては、右のほうに書いてありますように、

最終的には２シフト体制に移行して220人が雇用

される計画となっております。

（３）の原木集荷計画ですが、年間30万立方

でございます。その内訳といたしましては、本

県から13万5,000立方を、残りを隣県の熊本県か

ら６万立方、同じく鹿児島県から６万立方、大

分県から４万5,000立方を集荷する計画となって

おります。

（４）の投資額でございますが、約70億円が

見込まれております。

（５）の計画用地でございますが、細島工業

団地内が計画されております。

最後の５、「今後の対応」でございます。

中国木材は、今後、土地所有者である旭化成

との用地取得交渉など、具体的な立地活動に入

るとしております。環境森林部としては、林業・

木材産業の活性化などが期待されますことから、

早期進出が実現するよう、企業立地の窓口とな

ります地元日向市や商工観光労働部など、関係

機関と連携してまいりたいと考えております。

説明は以上でございますけれども、参考とい

たしまして、資料の３ページ、４ページに覚書

の全文を載せております。以上でございます。

○宮原委員長 執行部からの説明が終了しまし

た。報告事項についての質疑はありませんか。

○松田委員 資料２ページ、５の「今後の対応」

のところでお伺いいたします。大変中国木材の

進出に関しましては地元でも期待されていると

ころですが、ただ、調印後、進出が大幅に出お

くれとの報告もありまして、地元ではどうなる

んだろうかと先行き不安感がございます。細島

１区、旭化成が所有している土地ですよね。こ

ちらに進出されるということで、一部の情報で

すと、なかなか土地の交渉が進んでいないとい

うふうなお話も聞いているんですが、県のほう

はどのように認識をされておりますでしょうか。

○河野木材流通対策監 先日、調印後の記者会

見がございました。その中の質問の中で、進出

時期、スケジュールについてのお尋ねの質問が

あったわけですが、会社としては、この調印後

に立地活動に入るということでございまして、

旭化成との具体的な取得についての話し合いと

いうのはまだ行われていないということでござ

いまして、進出時期については、そういったこ

とから不明だというような回答でございました。

○松田委員 進出時期は不明ということなんで

すが、調印がされたということは、やはり５年



- 5 -

とか６年、そういう長いスパンじゃなくて、短

い期間に進出がされるだろうと思うのが当然な

んですけれども、大体いつぐらいまでにという

見解はございますでしょうか。

○河野木材流通対策監 これは会社のでござい

ますか。

○松田委員 県のほうでお願いいたします。

○河野木材流通対策監 木材需要拡大を図ると

いうのは、林政の重要な課題でございます。規

模が規模でかなり大きいわけでございますので、

期待感は大きいと思っておりますし、できるだ

け山側に利益を還元するためにも、出口の需要

を確保するためにも、早期の実現を願っておる

というようなことでございます。

○松田委員 いま一度お尋ねいたしますけれど

も、調印をされたというと必ず誘致、こっちに

進出してもらうという前提なんですが、一番大

事な用地交渉について、２～３年あるいは４～

５年はまだ所有者である旭化成のほうが手放さ

ない、自社のほうで使う予定があるというよう

な話も伺っておるんですが、その辺の認識、情

報等々は県のほうはどう把握されておりますか。

○河野木材流通対策監 確かに、中国木材が目

当てにしております１区内に、旭化成の今使っ

ております貯炭場がございます。これは火力発

電所に使う石炭の置き場でございます。確かに、

それの移設が必要になる場合があるかもしれま

せん。まだ工場レイアウトだとか一切決まって

おりませんので、仮にそういうふうな移設が必

要になるということになれば、委員おっしゃる

ようなことも言えるかもしれませんけれども、

私ども直接土地所有者のほうの話を伺っており

ませんので、わからないというのが正直なとこ

ろでございます。

○松田委員 わかりました。そういうふうに県

のほうは認識されているということで、とりあ

えず調印がされて、地元では大変な期待感が高

まっております。その分も受けまして、県とし

ても後押しのほうをよろしくお願いしたいと思

います。以上です。

○野辺委員 ちょっと関連しますが、28日の調

印のときに、世界的な金融危機で、円高ドル安

の中で、多少おくれるんじゃないかというよう

な一部報道がなされておったと思うんですが、

その辺についてもう少し詳しくお話しできない

でしょうか。

○河野木材流通対策監 記者会見のときに、社

長のほうは進出時期については言及してなかっ

たわけですけれども、ただ、記者の質問に対し

て、このように激変している経済状況がござい

ます。これについて、国内の景気後退は住宅建

設に影響するのかとか、例えば円高は木材業界

に影響を与えるんじゃないかというような質問

がございました。社長については、確かに住宅

建設は今の国内経済からすると減少するだろう

と、円高も外材の圧力要因になると、そういっ

た答えがございまして、しかし、会社としては、

地元がこれだけ議論された末、結論を出されて、

日向の魅力も十分理解しているつもりである、

早期に進出ができるように努めると、そういっ

た発言がございました。以上です。

○野辺委員 わかりました。一部ちょっと、延

岡地区森林組合であったと思うんですが、かた

くなに進出反対されておった組合等もあったと

思うんですが、これらに対しての対応はどうい

うふうになされたんでしょうか。

○河野木材流通対策監 延岡地区森林組合でご

ざいますけれども、県森連の理事会で進出の是

非の採決が行われたと聞いております。その中

で、８組合ある中で延岡地区森林組合が反対を
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されたというようなことでございまして、私ど

も反対の理由をいろいろ調べましたけれども、

延岡地区森林組合は原木市場を経営しておりま

す。組合の中で唯一原木市場を経営しているわ

けでございますけれども、仮に中国木材への原

木供給が始まれば、直納が進むんではないかと

いうような心配をされていまして、結果的に原

木市場を通らない直納が進みますと、経営して

いる原木市場の組合経営にはマイナスの材料と

なる、そういったことが主な反対理由のようで

ございます。ただ、原木供給の窓口は県森連が

当たるというようなことになっていまして、県

内に17原木市場がございます。県森連が７つ、

それから森林組合、それから民間の市場が９つ

ございます。安定的に原木を供給していくため

には、やはり17の原木市場が一致協力して集荷

に当たらないと、なかなか難しいかなというよ

うな気もしておりまして、県森連としては、今

後その集荷のシステムを原木市場と協議してい

くということを言っておりますので、システム

づくりの中で、反対している延岡の森林組合に

ついても理解を得たいというふうに言っている

というようなことでございまして、県もそういっ

た理解を得られるような助言指導には努めてい

きたいというふうに思っております。

○野辺委員 ということは、中国木材、立木は

買わないと、県森連なんかを通じてということ

になりますと、一応延岡森林組合も理解したと

いうとらえ方でいいんでしょうか。

○河野木材流通対策監 すべてを理解したとい

うようなことでは現時点ではないかと思います。

延岡の組合長さんともちょっと意見交換させて

いただきましたけれども、調印が終わって県森

連そのものが原木集荷の体制づくりを行うと、

そういった動きになれば、系統の一員として集

荷には協力するというようなことは言っておら

れます。

○野辺委員 この具体的な原木の集荷の―宮

崎県が13万5,000立方メートルですかね、熊本、

ずっと出ておりますが、これは、原木の集荷の

チェックといいますか、どういう形でなされる

ことになるんでしょうか、各県やら本県のやつ。

○河野木材流通対策監 この各県での集荷の目

標といいますか、これは会社のほうが九州内で

の資源量、それから素材生産量等を勘案して、

目当てとしてつくったというようなことでござ

いまして、会社に言わせると、西に伊万里の国

産材の工場がございます。それから、新たに日

向のほうにつくりますと、それぞれから半径100

キロ圏内で結べば重なり合わないといいますか、

効率的な集荷範囲ができると。そういったこと

から、各県の割り振りの目標を会社のほうがつ

くったというようなことを聞いております。

○野辺委員 もう１点、鹿児島からも集荷する

ということになりますと、県南ですよね、13

万5,000立方メートルの中に県南の集荷というの

も当然考えられていると理解していいんでしょ

うか。

○河野木材流通対策監 鹿児島については、今

現在は伊万里の工場に陸送でもちろん運ばれて

おりますし、かなりの距離を運んでいっている

わけでございます。仮に日向の工場ができます

とすれば、断然日向のほうが近いということで、

日向のほうに運ばれる予定になっております。

県森連も原木市場や素材生産事業協同組合連合

会と連携して、県内一円から集荷したいという

ふうな考えを持っているようでございますので、

もちろん今まで伊万里のほうに出しております

宮崎県の材も日向のほうに運ばれていくという

ことでございます。
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○外山委員 流通の問題でちょっとお尋ねした

いんですが、原木は当然、宮崎、鹿児島、熊本

ですから、トラック便で入ってきますね。製品

の搬出はどういう形になるんでしょうか。

○河野木材流通対策監 製材品の出荷、県外が62

～63％を占めております。関東、関西、中部地

域は、８割以上が海上トラック輸送で運ばれて

おります。九州内は陸送がほとんどでございま

す。

○外山委員 この前の調印式のときに、新聞で

見たんですが、細島港の港を改築してほしいと。

要するに、もう少し深いバースをつくってほし

いという発言があったのを見たんですが、今の

細島港では中国木材がフル稼働を始めたときに

ちょっと問題があるんでしょうか。

○河野木材流通対策監 既に13メーターバース

は近く白浜のほうにも準備されておりますので、

中国木材が例えば製品出荷に使う船については

支障がないというふうに言われております。

○外山委員 それじゃこの前の社長の発言とい

うのは、どういう意味にとったらいいんでしょ

うか。

○河野木材流通対策監 先ほど貯炭場のお話を

ちょっとしましたけれども、石炭置き場がござ

います。旭化成は今、白浜のほうに一たん石炭

をおろしまして、今の貯炭場のほうに運んでお

るわけでございますけれども、貯炭場の移設と

なりますと、専用のバースが欲しいといいます

か、大量に石炭を運ぶためには、より深いバー

スが整備できれば効率的だと、そういった意味

合いだというふうに思っております。

○外山委員 ということは、中国木材の自社製

品の搬出ということよりも、旭化成の石炭等の

搬出のために深いバースをつくってほしいとい

うことですか。

○河野木材流通対策監 詳しくはそういった事

情を聞いておらないんですが、中国木材が船で

製品等を運ぶ場合には、現状のバースでも差し

支えはないというようなことのようでございま

す。

○外山委員 中国木材の呉工場に行ったときに

見たんですが、外国から木材を運んでくる自社

の船、あれも当然使うと思うんですが、あの船

は今の細島で対応できるんでしょう。

○河野木材流通対策監 細島の工業港では、今

使っている船は使えるというふうに聞いており

ます。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、ないようですので、

その他で何かありませんか。

○野辺委員 ちょっとエコクリーンプラザの問

題ですが、この前、関係市町村に説明がなされ

たと思うんです。理事会で決まることでしょう

けど、ある程度の理解が得られたというような

報道だったと思うんですが、その辺いかがでしょ

う。

○大坪施設調査対策監 先週金曜日になります

が、31日の日に、関係11の市町村長さん方、一

部代理の方もおられましたけれども、集まって

いただきまして、先般24日に示された工法につ

いての考え方等について、改めてそれぞれの御

意見をお聞きしました。それで、総体として申

し上げますと、やはり一日も早い安全・安心と

いうことが最重要課題でございますし、市町村

としても、外部調査委員会が示した見解に沿っ

て工事を実施するということに関しては了解し

ますということでございました。ただ、負担金

等の件につきましては、いろんな議論がござい

ますので、今後の検討ということになってまい
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ります。

○野辺委員 負担金の問題は、もちろん理事会

の中で検討されると思うんですが、工法につい

ては了解されたと思いますけれども、その辺で

ちょっと借り入れをして工事を先行させた場合

に、後々問題が出てくるというようなことは、

今後の課題でしょうけど、そういう懸念はない

んでしょうか。

○大坪施設調査対策監 当然その資金の問題に

ついても合意がなされて着工するのが最も理想

的だとは思いますけれども、やはり市町村の御

意見としましては、今回の問題に至りました原

因の究明ですとか責任の所在、そういったもの

が明らかにならないと、それぞれの市町村の負

担に関しての判断はできないというような御意

見が圧倒的でございました。ただ、それを待つ

ということになりますと、最終報告書が年末も

しくは年明けということになりますので、その

分、着工がずれ込むということになりますので、

そこは将来きちんとした形で議論するというこ

とを前提としまして、今回の着工については異

論はございませんと、そんなふうな結論になっ

たところでございます。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、ないようですので、

以上をもって環境森林部を終了いたします。

執行部の皆様には御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前10時35分休憩

午前10時42分再開

○宮原委員長 委員会を再開いたします。

当委員会への報告事項の説明を求めます。

なお、委員の質疑は執行部の説明がすべて終

了した後にお願いいたします。

○後藤農政水産部長 農政水産部でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

まずは、お礼を申し上げたいと存じます。委

員の皆様には、大変お忙しい中、先日開催され

ました「宮崎県肉畜共進会」、それから昨日の「宮

崎県食育・地産地消推進大会」に御出席を賜り

まして、まことにありがとうございました。お

かげさまをもちまして、無事終了したところで

ございます。

座って説明をさせていただきます。

それでは、お手元の「環境農林水産常任委員

会資料」を１枚お開きいただき、左側の「説明

項目」をごらんいただきたいと思います。

本日は、指示のありましたⅠの「燃油高騰対

策（園芸・水産）について」とⅡの「食の安全・

安心対策について」の２件をこの後、御説明さ

せていただきます。

まず、Ⅰの「燃油高騰対策（園芸・水産）に

ついて」であります。

燃油価格の高騰は、本県農水産業に対しまし

て極めて影響が大きいことから、20年度当初予

算から対策を講じるとともに、６月、９月と状

況に応じまして省エネ施設の整備や資金対策を

講じてまいりました。

また、国やＮＥＤＯ等の支援措置を年度当初

から積極的に導入いたしまして、省エネ対策の

推進と農水産業の各経営者の負担軽減を図って

いるところでございます。

今後の取り組みにつきましては、原油価格動

向も先行き不透明な部分もありますことから、

先月発表されました国の緊急対策等も積極的に

活用するとともに、引き続き、市町村、ＪＡ等

の関係団体と連携して、より一層の省エネルギー

対策の推進を図ってまいりたいと考えておりま
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す。

詳しい内容につきましては、後ほど担当課長

より御説明申し上げます。

次に、Ⅱの「食の安全・安心対策について」

であります。

食の安全に関する問題発生を契機にいたしま

して、国民の食料自給率向上に対する関心は確

実に高まってきておりまして、主要な食料供給

県であります本県といたしましては、これをチャ

ンスととらえ、宮崎産の消費拡大につながる安

全・安心な食の生産・流通への取り組みや、み

やざきブランドの一層の推進を強化することに

より、本県農業のさらなる発展を図っていきた

いと考えております。

私からは以上でございます。

○串間農産園芸課長 施設園芸における燃油高

騰対策についてでございます。

お手元の資料、１ページをごらんください。

本日は、燃油価格高騰の現状並びにこれまで

の取り組み、10月17日に成立した国の補正予算

の概要、それから今後の取り組みについて御説

明いたします。

まず、重油価格の推移につきましては、折れ

線グラフに示しておりますとおり、平成16年４

月以降上昇を続け、昨年の10月には１リットル

当たり74円、ことしの８月にはピークの122円に

まで上昇しましたが、世界的な景気動向の影響

を受け、10月現在で102円にまで低下しておりま

す。

次に、資料中段の表をごらんください。

重油価格高騰の県内への影響を試算いたしま

すと、年間重油使用量を耕種部門で12万5,000キ

ロリットルと推計しており、重油購入額として、

平成16年10月時点で62億5,000万円でしたが、20

年10月時点では127億5,000万円と、65億円の負

担増となっております。

次に、これまでの取り組み状況につきまして

５点挙げております。

１点目は、省エネ設備導入への支援について

であります。当初予算対応として、既存事業の

「元気みやざき園芸産地確立事業」において、

循環扇等の省エネ設備の導入支援について、事

業費で１億700万円余り、さらに重油価格のさら

なる高騰を受け、６月及び９月に内張二層カー

テンの重点的な導入支援として事業費で合わせ

て３億4,000万円余の導入支援を行い、最終的に

は国の事業活用分も含めて、事業費合計６

億3,000万円余りの導入支援を実施しておりま

す。

次に、２ページをごらんください。

２点目としまして、代替エネルギーの導入に

向けた取り組み支援についてであります。まず、

石油代替エネルギーを活用した低コスト暖房シ

ステムの導入につきましては、平成18年８月か

ら実施を進め、その実証成果を活用して、本年

度からヒートポンプにつきましては、収量・品

質向上効果が期待される花卉やマンゴー等を中

心に導入が進みつつあります。導入に当たりま

しては、ＮＥＤＯ事業でＪＡ宮崎中央など２件、

農水省所管事業の先進的加温システムモデル導

入事業でＪＡこばやしが採択されるなど、国等

の事業活用が図られているところでございます。

３点目といたしまして、「宮崎県原油・家畜飼

料価格高騰対策農業緊急支援資金」の融資枠を

１億5,000万円から13億円に拡充し、経営維持安

定への支援を実施しております。

４点目として、営農支援の面では、昨年12月

に各農業改良普及センターに「原油高騰等に伴

う営農相談窓口」を設置いたしまして、さらに

市町村、ＪＡ等と一体となって省エネ対策や栽
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培管理技術指導に当たり、支援の強化に努めて

まいっております。

５点目としまして、県及び国、団体等の取り

組み、連携状況につきましては、資料の６ペー

ジに取りまとめておりますので、お目通しをお

願いいたします。

次に、国の補正予算による燃油・肥料高騰対

策の概要について説明いたします。資料は４ペー

ジをごらんいただきたいと思います。

補正予算の内容といたしましては、ここに示

しておりますとおり、５つの事業から構成され

ておりますが、本日は、対策の中心で予算額が500

億円と最も多い「肥料・燃油高騰対応緊急対策

事業」でありますが、資料の左上の「肥料費及

び燃油費の増加分に着目した支援」について御

説明いたします。

事業内容といたしましては、燃油消費量や化

学肥料の施肥量の一定以上、具体的には20％以

上の低減に取り組む農業者グループに対しまし

て、燃料費や肥料費の増加分の一部、10分の７

について助成を行う事業でございます。助成要

件といたしまして、燃油につきましては、例え

ば被覆の多層化技術への取り組み、また、肥料

につきましては、土壌診断に基づく施肥の効率

化など、燃油・肥料の低減技術等への取り組み

が要件として国から示されております。

具体的な助成水準につきましては、次の５ペー

ジをごらんください。

まず、燃油対策について国が示した試算事例

でございます。助成費の算定式が示してありま

す。上の四角の枠の中、①の式のとおり、本年

度の燃油費から基準となる燃油費との差額に0.7

を乗じた金額が助成額となります。この算定式

から、簡便な式でございます②の式が示されて

おります。これによりますと、本年度の燃油使

用量に昨年度から高騰した分の額を乗じた価格

に0.7を乗じた金額となります。右の枠の中に具

体的な試算例が示してありますが、本年度の使

用量が８キロリットルの場合、括弧内は１キロ

リットル当たりの単価が示してございますが、

１リットル換算で110円の場合、前年度の全国平

均の89円との差額に0.7を乗じて11万8,000円が

助成額となっております。

下段の肥料対策につきましても基本的には同

じ考え方で、本年度の肥料費から前年度の肥料

費を差し引いた額に0.7を乗じた額が助成額とな

ります。ここでは簡易な式が示してあり、右下

の枠内の試算によりますと、本年度の肥料費

が112万円のときに８万4,000円の助成額の事例

が示されております。なお、肥料対策につきま

しては、肥料年度と呼ばれる特殊な年度、７月

から６月でございます。この年度が採用されて

おりまして、来年の６月末までに作付される作

物、例えば普通期水稲も助成対象とされること

となっております。

本対策に対する県の取り組み体制につきまし

ては、資料を戻っていただきまして２ページを

ごらんください。２ページの下のほうでござい

ます。

下の県の推進体制の図に示しておりますとお

り、中段左に記載しております「国」は、県段

階の協議会を事業実施主体として助成金を交付

し、県段階の協議会が事業実施主体となり、事

業実施者である生産者グループとの間で、事業

計画申請、交付決定、助成要件確認等の作業を

行い、助成金を交付いたします。これらの取り

組みに対しまして、県段階では、燃油対策班、

肥料対策班を編成し、支援を予定しております。

また、地域段階では、市町村、ＪＡを中心とし

た支援体制を構築していただき、地域ごとに生
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産者グループの事業計画書の作成等の支援に当

たっていただきたいと考えております。

現在、国の事業実施要領について説明を受け

ている段階でございまして、国のスケジュール、

助成の仕組み等について未確定な点も多く、今

後、国による事業推進に当たっての詳細な指導

等を踏まえ、県段階、地域段階の支援体制を構

築し、事業の活用並びに生産者の支援に関係機

関一丸となって当たってまいりたいと考えてお

ります。

次に、３ページをごらんください。

「今後の取り組み」に３点挙げております。

まず１点目は、省エネルギー対策につきまし

ては、今後の重油価格動向が不透明な中、また、

高騰前の価格まで低落することも予想しにくい

ということから、より一層の省エネルギー対策

を推進していく必要があると考えております。

次に、重油や農業資材の高騰による経費増大

を克服するためには、省エネ等によるコスト削

減に加えまして、収量・品質向上対策をより一

層進める必要があると考えております。

資料中段の表をごらんください。促成ピーマ

ンの重油価格と収量別による経営への影響を試

算した結果であります。左側の収量の中段、11.4

トンをごらんください。右に単価、キログラム

当たり397円、粗収益452万円、重油高騰前の重

油１リットル当たり44円70銭のときには、農業

所得127万円でしたが、現状の重油単価102円で

は30万円余りと大幅に所得が減少しております。

この右側の欄の上下をごらんいただくとわかる

とおり、平均収量以下ではマイナス所得となっ

ており、いかに収量・品質確保が大事であるか

がわかります。キュウリにつきましても、平均

収量14トンで123万円の所得確保ですが、収量低

下により大幅な所得の減少となります。

下に、円グラフですが、収量別の生産者割合

の産地事例を示しております。ピーマン、キュ

ウリともに、平均反収以下の割合が30％前後と

なっており、重点的な所得確保に向けた支援が

必要とされております。このことを踏まえ、普

及センター、市町村、ＪＡ等が一体となった「原

油高騰に負けない技術力アップ作戦」の展開に

よりまして、収量・品質向上対策の支援に努め

てまいりたいと考えております。

最後に、３点目といたしまして（３）ですが、

このたびの重油価格高騰を機に、省エネ等の推

進により化石燃料に依存した経営体質の改善を

図るとともに、地球環境保全の観点から農業分

野におけるＣＯ２排出削減も大きな課題となるこ

とから、県内に豊富に存在します、木質、畜ふ

ん等のバイオマス燃料の導入検討を進め、脱石

油型農業への転換を進めてまいりたいと考えて

おります。

説明は以上でございます。

○桑原水産政策課長 水産政策課でございます。

水産における対策について御説明申し上げます。

常任委員会資料７ページをお開きください。

まず、重油価格の推移についてでございます。

このグラフは、宮崎県漁連が各漁協に販売す

るときのＡ重油販売価格の推移を示しておりま

す。漁業燃料用のＡ重油価格の推移は、先ほど

の施設園芸における価格推移と同様でございま

すけれども、昨年の秋ごろから急騰し、平成19

年10月のリッター当たり73円が、本年８月には

ピークの121円に到達いたしました。９月以降、

原油価格が急落し、Ａ重油価格も10月現在で108

円まで低下いたしました。11月１日からは、さ

らに17円の値下げを行っておりまして、県漁連

供給価格は税込みで約91円となっております。

次に、２の重油価格高騰の影響試算でござい
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ます。

重油価格高騰前の平成16年10月では、重油価

格はリッター当たり46円でございましたが、こ

としの10月段階では108円となり、年間重油使用

量5.6万キロリッターといたしますと、平成16年

に比べ34.7億円の負担増となっております。現

在の価格91円でも、平成16年と比べますと25億

円の負担増となると試算されます。

このような重油価格高騰に対しますこれまで

の県の取り組み状況でございます。

まず、（１）の漁業近代化資金（燃油価格高騰

対策枠）でございますが、本年度の当初予算に

おきまして、エンジン換装による省エネ推進の

ため、漁業近代化資金に１億円の燃油価格高騰

対策枠を新たに設けたところでございます。

（２）の同じく漁業近代化資金でございます

が、省エネをさらに推進するため、９月補正に

おきまして、燃油高騰対策分としての融資枠を

１億円増額して２億円にしたところでございま

す。

（３）の省エネルギー推進緊急対策資金利子

補給でございますが、燃油価格高騰に対応し、

燃油消費削減型操業への転換により漁業経営安

定を図るため、９月補正におきまして、新規事

業として国の省エネルギー推進緊急対策資金を

ベースに県が追加利子補給をし、さらに借りや

すい制度として創設し、低利の経営資金の融通

のための措置を講じたところでございます。

続きまして、８ページをごらんください。

国による燃油高騰対策の取り組み状況でござ

います。

４の（１）の省燃油実証事業でございます。

この２行目の括弧内に「資料８頁」と記載して

おりますが、誤りでございまして、「９頁」に訂

正をお願いいたします。燃油消費量を１割以上

削減する操業の実証を行う漁業者グループに対

し、燃油費の増加分に着目した支援を行うもの

で、本年創設された事業でございます。次のペー

ジを参考として、今般の国の燃油高騰対策の資

料を添付しておりますが、この事業に550億円の

補正予算が措置されたことから、円滑な事業実

施が可能となったところでございます。

８ページの（２）に省燃油実証事業の本県の

実施状況をまとめております。３次にわたりま

す申請におきまして、本県の主幹漁業でありま

すカツオ・マグロ漁業を初め沿岸漁業も含めま

して、既に758経営体からの申請があり、順次事

業が開始されたところでございます。一番右側

に申請段階の事業費を記載しておりますが、合

計63億円の規模となっております。なお、米印

のところでございますが、実証事業期間中の燃

油平均価格を110円とした場合、国からの実質助

成額は約11.8億円と試算しております。

次に、今後の取り組みでございます。

燃油価格動向の先行きは不透明でございます

が、高騰前の価格水準まで下落することも予想

しにくいことから、省エネ設備・機器等の導入、

低コスト操業の導入等による生産性向上対策の

推進、漁獲物の付加価値向上や直販等による販

売力強化等による収益性向上対策の推進、国・

県の緊急対策等の積極的活用及び既存事業のさ

らなる推進によりまして、漁業経営の体質強化

と所得の確保を図ってまいりたいと考えており

ます。

最後に、参考といたしまして記載しておりま

すが、財団法人宮崎県水産振興協会におきまし

ては、燃油高騰対策の支援事業を検討されてい

ると聞いておりますので、御報告させていただ

きます。

水産振興協会では、燃油高騰等の厳しい環境
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を踏まえて、漁業振興基金の解散により寄附を

受けた残余財産の一部を活用した漁業者への支

援事業を検討しているとのことでございます。

検討している支援内容は、即効的な燃油削減

が見込まれる漁船船底清掃、省エネ機器の導入

や省エネ操業の実践によるコスト削減対策、加

工流通部門の取り組み強化による収益力向上対

策等であるとのことであります。以上でござい

ます。

○八反田消費安全企画監 食の安全・安心対策

につきまして説明させていただきます。

常任委員会資料の10ページをお開きください。

まず、１の本県の推進体制についてでありま

す。

ＢＳＥや鳥インフルエンザの発生、さらに最

近では、中国冷凍ギョーザによる中毒事件、事

故米の不正規流通など、食の安全・安心を揺る

がす大きな問題が多発しており、消費者の食の

安全性に対する関心は、ますます高くなってお

ります。特に本県は全国有数の食料供給県であ

り、本県産の食品が全国に流通しておりますの

で、生産から流通、消費に至るまでの各段階に

おける食の安全・安心の確保を図ることは、大

変重要な課題となっております。

このため本県では、食の安全・安心確保対策

の総合調整を行い、効果的な施策を推進するた

め、関係部局相互の協力や情報の収集・提供に

努めることを目的に、平成16年11月５日に「宮

崎県食の安全・安心対策会議」を設置したとこ

ろであります。

これまでの主な取り組みとしましては、食の

安全・安心の確保を着実に推進するため、今後

の方向性や具体的な取り組みについて示しまし

た「宮崎県食の安全・安心基本方針」や「宮崎

県食の安全・安心アクションプラン」を策定し、

施策に沿った各部局の取り組みについて進行管

理を行っているところであります。

それでは、（２）の基本方針について御説明い

たします。当基本方針は、生産から流通・消費

に至る一貫した食の安全・安心確保対策を総合

的に推進していくための基本的な考え方や方向

性を提示し、県民、生産者、食品関係事業者及

び行政が協働して、食の安全・安心確保のため

の取り組みを実践することとしており、これに

より、安全で安心な本県農林水産物を全国に提

供するとともに、県民の健康で安全な消費生活

を確保することを目指しております。

次に、（３）のアクションプランについてであ

ります。このアクションプランは、基本方針に

基づき、県の取り組みを具体的に提示するもの

で、平成17年度から21年度までの５年間を計画

の期間としております。

ここで、お手元にお配りしております「宮崎

県食の安全・安心基本方針」の３ページをお開

きいただきたいと存じます。委員会資料と見比

べながらごらんいただければと思います。

ここには基本方針の体系表が載せてあります

が、基本方針を構成する８つの施策ごとに23の

プランを掲げ、52のアクションを位置づけてい

るところであります。左側から、施策、構想プ

ラン、そしてアクションということになってお

ります。この体系表に位置づけられた各種取り

組みにつきましては、関係部局の連携のもと、

全庁を挙げて対応しているところであり、その

実績についても対策会議の中で検討し、目標達

成に向けて進行管理に努めているところであり

ます。

それでは、次に資料11ページをごらんくださ

い。

２の農政水産部における具体的な取り組みに
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ついて、基本方針の８つの施策に沿って御説明

させていただきます。

まず、１つ目の施策の「安全で安心できる農

畜水産物の生産と供給」についてであります。

ここでは産地側での取り組みを位置づけてお

りまして、アでは、農薬取締法の改正により、

農薬使用者が遵守すべき農薬使用基準の創設や

違反に対する罰則の強化など、農薬使用に対す

る規制強化が行われたことから、農薬の適正使

用の指導を強化するため、計画的な農薬管理指

導士の育成に努めています。

次に、イでは、施肥における環境負荷軽減等

の対応が求められていることから、土壌診断を

基本に、施肥基準を遵守した適正な施肥の指導

強化による適正施肥の実施に努めています。

ウでは、輸入農産物等を中心に、基準以上の

残留農薬が検出されるなど、人体への健康被害

が懸念される中、農産物の出荷前検査を実施し、

その安全性を確認した後に出荷するため、総合

農業試験場が開発しました多成分一斉分析法を

活用し、全国トップクラスの残留農薬検査自主

検査体制の整備を進め、残留農薬の検査体制の

充実に努めています。

エでは、本県でも発生しました高病原性鳥イ

ンフルエンザや我が国におけるＢＳＥの発生な

どを踏まえ、家畜伝染病の発生防止対策の徹底

や家畜防疫体制の強化を図る観点から、養鶏農

場の立入調査など、あるいは死亡牛のＢＳＥ検

査に取り組んでおります。

また、オの飼料・動物用医薬品の安全対策の

強化にもありますように、飼料取扱業者等への

立入検査や動物用医薬品使用実態調査による安

全対策の普及・啓発活動の徹底にも努めていま

す。

カでは、水産業において養殖業者への甚大な

被害等を踏まえ、重大疾病の養殖場への蔓延防

止に向けた防疫体制の充実を図るため、経営体

に対する養殖衛生管理指導を実施するとともに、

次の12ページのキにもありますように、安全な

養殖魚を生産することを目的に、持続的養殖生

産確保法に基づく漁場改善計画を策定し、養殖

漁場の改善を図る取り組みを推進しています。

クでは、農畜水産物の産地偽装や無登録農薬

使用問題等の発生など、迅速な原因究明と事故

品の回収が行える危機管理体制づくりが急務と

なっていることから、農産物ではＪＡにおける

生産履歴情報管理システムの導入、畜産物では

牛肉のトレーサビリティ法導入に対応した個体

識別耳標装着の徹底、水産物では養殖業者に対

する養殖履歴の作成など、トレーサビリティへ

の取り組みを推進しています。

次に、２つ目の施策の「食品流通、製造・加

工、消費段階における安全性の確保」について

であります。

流通面においては、卸売市場等に対する監視

指導や食品等の収去検査など、製造・加工面に

おいては、食肉処理施設や食品加工施設への衛

生管理対策に係る各種取り組みが実施されてお

りますけれども、ほかの部局が主体となって取

り組まれておりますので、ここでは農政水産部

に関係するものとして、消費段階における食品

表示の適正化の推進に関する取り組みについて

説明いたします。

ウナギの産地偽装や今回発生しました事故米

の不正規流通の中での中国産モチ精米の産地偽

装など、本県でも関連する不祥事が発覚したと

ころですが、消費者が正しい情報をもとに食品

を選択できるように、ＪＡＳ法に基づく監視体

制の強化による食品表示の適正化の推進が重要

となっております。
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このため、小売店等を中心に食品関係事業者

を対象とした個別巡回調査・指導の実施や、一

般消費者等からの情報提供窓口としての「食品

表示110番」の設置、あるいは平成14年度より一

般消費者に委嘱を開始しました「食品表示ウォッ

チャー」の配置など、監視体制を強化し、関係

部局による情報の共有と連携を図りながら、食

品表示の適正化を効果的に推進しているところ

であります。

また、知事のトップセールスにより、本県産

の農畜水産物が全国から注目を浴びる中、本年

度からの新たな取り組みとして、県外の主要都

市である東京、大阪、名古屋、福岡において、

商品ブランドを中心とした表示のチェックを行

う「みやざきブランドＧメン」を設置したとこ

ろであります。

13ページをごらんください。

３つ目の施策の「食の安全・安心確保のため

の普及・啓発」についてであります。

近年、ライフスタイルの個別化・多様化によ

り、食の外部化や個食化などが進んでおり、望

ましい食習慣の形成や食に関する自己管理能力

などの確保が必要となっております。このよう

な中、さまざまな経験を通して食に関する知識

と食を選択する力を習得し、健全な食生活が実

践できる人間を育てる食育は、有効な手段であ

ることから、本県では「みやざきの食と農を考

える県民会議」が推進の主体となって、家庭、

学校、地域等における食育の推進を図っている

ところであります。

特に食育は、強制されるものではなく、理解

に基づき自発的に取り組まれることが重要であ

ることから、幅広く県民の皆様に普及啓発を行

うために、地域活動の牽引役としての活躍を期

待する食育推進リーダーの育成や、一般県民に

対して自主的に活動を展開する地産地消推進協

力員としての登録を推進しているところであり、

宮崎らしい豊かで健康的な食生活の実現を目指

しております。

次に、４つ目の「施策の事業者の自主管理確

立のための支援」についてであります。

無登録農薬の使用や残留農薬の問題等により、

農産物の生産過程における農薬使用に対して不

安を感じている消費者は、年々増加傾向にあり

ます。そのため、少しでも化学合成農薬の使用

を減らすための取り組みとして、天敵や特定防

除資材を利用した生産技術の開発・普及や、産

地における適切で責任ある安全な農産物の生産

手法の確立に向けて農業生産工程を管理するＧ

ＡＰの推進を図るとともに、平成20年３月に新

たに「ＪＡ宮崎経済連農畜産物総合検査セン

ター」を整備し、本県が全国に誇る残留農薬分

析システムのさらなる充実・強化を図ったとこ

ろであります。

次に、５つ目の施策の「食の安全・安心確保

に向けた人材育成と資質の向上」についてであ

ります。

人材育成については、農業分野や食品衛生分

野、さらには健康増進分野の観点から、人材育

成に取り組む必要があります。そのため農政水

産部では、再掲になりますが、農薬販売業者や

農薬取扱業者に対する専門的な研修及び試験の

実施による農薬管理指導士の認定を行うととも

に、関係部局との連携による各種研修会や啓発

活動に取り組んでいるところであります。

14ページをごらんください。

６つ目の施策の「食の危機管理体制の充実」

についてであります。

総合的な危機管理としましては、県では危機

管理局を設置し、危機管理対策の基本的な枠組
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みとして取りまとめた「宮崎県危機管理指針」

に基づき推進しておりますが、家畜伝染病対策

につきましては、これまでの本県における口蹄

疫や鳥インフルエンザの発生の経験を生かして、

不測の事態に備えた迅速かつ的確な対応ができ

る体制の継続・強化を図るため、家畜伝染病の

発生を想定した防疫演習を実施しているところ

であります。

また、本年春に、秋田県、北海道で、野鳥へ

の高病原性鳥インフルエンザウイルスの感染が

確認されたことから、国の方針を踏まえ、本県

においても、本ウイルスの養鶏農場への侵入防

止に万全を期するため、５月に養鶏農場の緊急

消毒を実施したところであります。

そのほか、危機発生時の情報の収集と提供を

円滑に進め、関係者間での情報の共有化を図る

ため、関係部局はもとより、隣県地域との連携

強化に努めており、九州・山口地域の各県にお

ける情報の共有化を行うためのマニュアルを策

定し、情報伝達訓練を行うなど、各県との連携

強化を行っております。

次に、７つ目の施策の「食の安全・安心確保

のための試験研究及び検査」についてでありま

す。

生産段階では、無薬飼料及び休薬期間の延長

による「みやざき地頭鶏」の飼養管理技術の検

討や、医薬品に頼らない健康な魚を生産する養

殖用飼料の開発、流通段階におけるポジティブ

リストへの対応、さらには米のＤＮＡ分析技術

の確立に取り組んでいるところであります。

最後に、８つ目の施策の「食の安全・安心確

保のための各種情報の共有と連携」についてで

あります。

基本的には、県庁内では、冒頭で説明しまし

た宮崎県食の安全・安心対策会議において、関

係部局間の連携を図ることとしておりますが、

九州各県間では、各県の担当課長を構成委員と

する九州・山口地域食の安全・安心連携会議の

組織を活用しているところであります。

また、表示につきましては、本年４月に宮崎

県食品表示監視協議会を新たに設置したところ

であり、不適正な食品表示に関する情報共有や

不適正な食品表示を行った事業者への対応を迅

速かつ円滑に実施することとしたところであり

ます。

以上で食の安全・安心対策に関する説明を終

わらせていただきます。

○宮原委員長 執行部からの説明が終了しまし

た。

報告事項についての質疑を求めます。何かあ

りませんか。

○野辺委員 燃油対策なんですが、特に水産に

おきまして、国が打ち出した90％ぐらいでした

かね、実際、現場では使えないと言うんですよ

ね。これはどうなっているのか、ちょっと説明

いただけませんか。

○桑原水産政策課長 いわゆる９割を補てんす

るという省燃油実証事業のことであろうかと思

います。資料の８ページにも一応記載しており

ますが、事業自体は１次、２次、３次と申請を

しておりまして、その活用に向けて、カツオ・

マグロ漁業者、まき網漁業者等を中心に申請を

して活用しているということ自体、事実でござ

いますけれども、基準となる価格、つまり助成

の基準となる価格が、昨年の12月の値段、つま

り86円を基準としておるわけでございますけれ

ども、その基準価格、86円が少し高いのではな

いかと、漁業の厳しい経営環境を考えれば、86

円をもう少し下げた基準にしてもらえないもの

かといったような声が漁業者を中心に出ている
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というのが事実でございまして、そのような観

点から、少し使いにくいといったような声が上

がっているのではないかというふうに推測して

おります。

○野辺委員 少し使いにくいんじゃなくて全く、

これは予算を組んでもらったけど―きのう実

は組合長と話したんですが、全く使えませんよ

と。「せっかくああいう予算を組んでもらったけ

れども、実際は省エネのカウントとか、それも

難しいし、実際使えないんですよね」と言うん

ですよね。だから、その辺もちょっと対応して

もらいたいんですが、今後の対応は何か考えて

いらっしゃいませんか。

○桑原水産政策課長 先ほど申し上げたような

いわゆる基準の値段、昨年12月の86円というの

が一番大きな問題であろうかというふうに思っ

ております。漁業者団体、水産会館の関係者等

と話しましても、基準の値段を引き下げてもら

えないものだろうかといったような希望を、こ

のような希望を国に伝えていきたいというふう

な声を聞いております。私どもといたしまして

も、漁業者のそのような考えを受けまして、精

査した上で、国に対してそのような声を適時伝

えていくといったようなことを対応してまいり

たいというふうに考えます。

○野辺委員 実際、せっかくの予算を使えるよ

うな方向でまた努力をお願いしたいと思います。

園芸なんかの省エネ対策、これは系統だけな

んでしょうかね。例えばＪＡとか。一般の消費

者から取ったやつは。

○串間農産園芸課長 系統・系統外問わず、３

戸以上の農業者グループを組織化していただい

て申請していただくということであります。系

統外もでございます。

○野辺委員 国の事業等については、県もそう

ですけど、補助事業はグループでないとだめで

すよね。だから、こういう緊急事態のときは、

グループといっても使うのは実際個人なんです

よね。ハウスであっても何であっても個人なん

ですが、これらはやはり何かちょっと私は問題

があると思うんですが、この辺の対応は考えら

れないものですかね。絶対グループとか法人と

か、そういう組織でないとだめということでしょ

うかね。

○串間農産園芸課長 個人にということは、な

かなか国としては制度的につくれないというこ

とのようでございまして、グループということ

になっています。我々としても、県の協議会の

体制のほかに、２ページの図に示しております

とおり、生産者グループをいかに円滑にしてい

くかということで、まだ時間は十分ありますの

で、もう何回か市町村、農協等に集まっていた

だいて説明はいたしておりますが、適宜、今後

とも市町村なり農協に十分、支庁、振興局を通

じて説明するなり、時間をかけてやっていきた

いと思います。県の本部としましても、燃油対

策班、肥料対策班、人を出して、県の協議会と

一体となって、そういう漏れのないようにやっ

ていくということで現在取り組んでおるところ

でございます。

○野辺委員 ちょっと個人的なことで申しわけ

ないんですが、私、系統から重油とってないん

ですよね。うちも重油を年間100キロ以上使うん

ですよ。だから、こういういいあれがあっても、

恩恵はなかなか受けられんというのがあります

し、今度出た対策で省エネの機械も該当します

よね、今度打ち出されたあれでは。ところが、

私はそういう計画しておるんですが、計画して

いない、そこまで導入したくないという人がおっ

た場合、もう活用できないんですよね。何かそ
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の辺、救済する方法はないんですかね。個人的

なことで申しわけないんですが、例えば茶の場

合は園芸の中に入りますかね。

○串間農産園芸課長 今回のこの燃油対策につ

きましては、施設園芸における、この秋から春

にかけて施設園芸において使用する燃料という

ことに対しての補てんということになっており

まして、お茶、たばこ等については、今回の対

策には該当してございません。それともう１点、

油をどこからとるかということについては、町

のガソリンスタンドからとっても結構でござい

ます。領収書等をちゃんとそろえていただくと

いうことで対応させていただくということに制

度的になっております。

○野辺委員 だから、前もちょっと言わせても

らったんですが、宮崎県は園芸だけじゃないん

ですよね。その辺は、私、茶の会長をしておる

立場もありますけど、重油は一番使っておるん

ですよね。私でも100キロ以上使っておるんです

が、そういうのには何にも対策がないわけです

よね。そういうことはやはり今後考えてほしい

と思っております。それと、今言いました機械

なんかの導入についても、結局グループをつくっ

たって個々で使うわけです。ほかの人が導入の

計画がなければ全くやれない。鹿児島はどんど

ん今取り込んでいるんですよね。その辺の行政

の取り組みも何か問題があるんじゃないかなと

いう気がしてならんのです。鹿児島のほうから

私も話が来ておるんですけど、宮崎県では該当

できないと、こうなるわけですから、方法をひ

とつ考えていただきたいと思いますので、よろ

しく検討しておいてください。あとは個人的な

ことですので、また相談に参ります。

○外山委員 前にも一度質問したかなという気

がするんですが、ちょっと自分の頭の中で整理

したいものですからお聞きをしたいんですが、

燃費対策で木質ペレットを使っていきましょう

という事業をやりましたね。木を燃やしたらい

けないということをひところから言われ始めま

して、例えば学校のグラウンドでもキャンプファ

イアはいけない。それから、私はボーイスカウ

トに関係しておりますが、ボーイスカウトで山

の中に入っていっても、枯れ木を持ってきて燃

やしたらいけない。これはいろんな理由がある

んでしょうが、大気のオゾン層を破壊するとか、

ダイオキシンが出るのかどうかよくわかりませ

んが、そういう理由でだめだと言われてきたん

ですが、ここで木質ペレット、木を燃やすとい

うことですよね。そこ辺の整理をしたいんです

よ。木は燃やしていいのかどうか、自然環境に

対して。そこ辺の整理をきちんとしていないと、

いろんな方から聞かれる場合が多いんですが、

そこ辺のところはどうでしょうか。

○串間農産園芸課長 木を燃やしていいかどう

かということですが、私のこの今の木質ペレッ

トに関して申し上げれば、ＣＯ２がニュートラル

だということで、地球環境問題にはプラス・マ

イナス・ゼロだという観点で施設園芸としては

いこうということでございます。キャンプファ

イアまでだめだというのは、私、初めて伺いま

したので。

○外山委員 木を燃やすことはＣＯ２がゼロとい

うことで、そうであるならば、それはわかるん

ですが、そのほかの要因がありますよね。木を

燃やすことによるプラス・マイナス。ですから、

ここは農政のサイドで燃油対策でこれはやろう

ということだから、それはそれでわかるんです

が、次の委員会までに関係各部と少しそこあた

りの話を議論していただいて、木を燃やすこと

がこれからいいのか悪いのか、そこ辺の整理を
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して、次の委員会に、きょう無理して返事はい

いですから、ちょっとほかの部と協議していた

だいて、次の委員会までにそこ辺の統一した見

解を出していただくようにお願いします。

○蓬原委員 関連しますが、環境森林部で、門

川にできました木質ペレットのことで、結局野

焼きはだめと、木をたいたらいかんという話で

これまできました。しかし、木質ペレットを今

一生懸命つくろうということでやっていますよ

ね。これについては、今おっしゃったカーボン

ニュートラルはわかるんだけれども、恐らくダ

イオキシンが出るからだめだというふうに聞い

ておりまして、したがって、その木質ペレット

についてのダイオキシンの発生についてはどう

なんだということを聞きましたら、そのとき答

弁がなくて、後で巷間聞いたところによると、

木質ペレットについては実際はそのデータは

とっております。だけど、今おっしゃった、じゃ

木を焼くことについてはどうか、じゃ野焼きは

どうなんだ、今かなり農家も制限されておりま

して、この処理に困っているわけですよね。切っ

た草も焼いてはいけない、それぐらい厳しく言

われた時期があるわけですが、これは一回ちゃ

んとしたそのあたりの見解を持っておかないと、

いろんな農家の作業量の代償、これも本当はか

なり影響するんですよね。だから、ちょっとそ

ういうこともありますから、そのあたりについ

ては、各部横断的に、環境森林部ともしっかり

話をしていただいて、統一した見解を出してい

ただくように、私のほうからもお願いしたいと

思っています。

○宮原委員長 この問題については、環境森林

部との関係もあるようですので、農政水産部、

環境森林部、お互い連携をとっていただいて、

それに対する見解をきちんと出していただきた

いというふうに思いますので、次回までによろ

しくお願いしたいと思いますが、よろしいでしょ

うか。

ほかにございませんか。

○坂口委員 安心・安全の流通での水産部門、

養殖の水産物というのは、ある程度、最終的に

はトレーサビリティなり、その時点時点での衛

生管理なり可能と思うんですけど、今、通常あ

る漁協なんかが持っている、あるいは中央市場

もそうですけど、魚市場を通して流通に回るや

つ、これは水揚げした時点から鮮度が一方じゃ

落ちるというのと、洗浄する水なんかが、そこ

の港の岸壁、揚げ場のところからくんだ水を使

わざるを得ない。それを現に使っていて、魚洗

いから市場の掃除からやるわけですよね。そう

なったときに、衛生管理上、かなりおくれてい

るんじゃないかという気がするんですよ。ＨＡ

ＣＣＰ対応というのを一時期説明なんかがよく

あった時期があったんですけど、こういった常

任委員会なんかで、そこ辺のＨＡＣＣＰ対応型

の競り場とか、そういったことに向けての考え

方とかいうものは持っているんですかね。それ

とも、そういうことを特段取り組まなくても、

水産物の通常の衛生管理というものはしっかり

やれていて、安心・安全はうたえるんだという

ことなんですかね。

○那須漁港漁場整備課長 水揚げ荷さばき施設

の整備につきましては、県内でも新しくつくっ

ていくところについては、そういった衛生管理

については配慮しております。島浦あたりで新

たにつくったところについては、そういった取

水関係の消毒とか、そういったものについても

ちゃんと意識して、場内についても、ましてや

そのまま土足で入るんですよね。長靴等も消毒

して中に入っていく。車両等も直接乗り入れな
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いとか、そういった形での整備を進めておりま

すし、既存のそういう水揚げ荷さばき施設につ

いても、順次そういった形で衛生面については

整備を進めていこうと考えております。

○坂口委員 計画的なものとかは持っているん

ですか。

○那須漁港漁場整備課長 今のところ、ちょっ

と手元に持ってきておりませんけれども、随時、

今後整備していく分については進めていこうと

思っております。

○坂口委員 県内にあるそういった揚げ場とい

うか競り場、魚市場と言っていいか、それら全

体を今後どうやっていこうと。これは宮崎のブ

ランドづくりとか宮崎の食の安全・安心でしょ

う。島浦で揚がった魚が中央市場に出てほかの

魚とまじっちゃうんですよね。だから、そうい

うことで、県の魚として売り出そうとすれば、

すべての揚げ場に対してのそういった衛生管理

の可能なＨＡＣＣＰ対応型の揚げ場への整備計

画を持たないと、これは水産部門はおくれてし

まうと思うんですよ。そういった計画を持って

おるのかどうかということです。

○那須漁港漁場整備課長 市場の整備につきま

しては、生産地市場につきましては、水産の関

係ですけれども、消費地市場につきましては、

また担当のほうがかわってきますけれども、連

携をとりながら、今後のそういった動きに、安

心・安全に対する国民・県民の意識というのは

高うございますので、それに向けて対応できる

ように努力してまいりたいと思っております。

○坂口委員 もうちょっと積極的になってこれ

はやっていかないと、これはうたえないですよ、

水産物は。どこでどういうことが起こるかわか

らないのが実態ですよね。だから、これはやっ

ぱり県が何らかの計画を組んで合意形成をやっ

て計画的にやっていく。そういうことを調査か

らでも始めないと、これは僕は今のような考え

では進まないと思うんですがね。これは要望で

いいですけど、今のお話を聞いていると、全く

自然体みたいな感じがするものですから、やっ

ぱり積極的に取り組んでいって計画をつくる。

その合意形成も各単協あたりとも、あるいは仲

買も含めてですけど、そういった関係者と合意

形成を図っていって計画的に進めないとおくれ

てしまうと思うんですよ。要望でいいです。

○宮原委員長 そしたら要望ということで、そ

ういった整備計画をちゃんと進めてほしいとい

うことですから、要望ということでよろしくお

願いしたいと思います。

ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 その他で何かありませんか。

○外山委員 水産試験場の改築のことなんです

が、前、計画がありましたね。県のほうが３年

間、箱物の新築はしないということで、もう３

年過ぎたと思うんですが、現在、この水産試験

場の改築についてはどうなんですか。ぬくめて

あるのか、もうどこかへやってしまったのか、

その辺をちょっとお尋ねします。

○桑原水産政策課長 水産試験場の関係でござ

います。本年、いわゆる耐震工事等でどのよう

に設計していくのか、どのように耐震補強して

いくのかといった予算については、お認めいた

だいているところでございます。水産試験場に

関しましては、委員、前回おっしゃられました

ように、水産振興のための一つの大きな投資で

あるというふうにはもちろん考えておりまして、

水産試験場自体はその振興・研究のための大き

な県の基盤であるというふうに考えております。

現時点で、水産試験場の大規模な改築といった
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ような計画はないわけでございますけれども、

水産試験場の機能が適切に果たしていけるよう

に今後とも考えてまいりたいというふうに思っ

ておりまして、そのような水産試験場の重要性

について御質問いただいていることについては、

大変心強く思っているところでございます。

○外山委員 何か遠慮しいしいのような発言で

すが、これからの宮崎県の漁業を考えた場合、

とる漁業からつくる漁業にどうしても移ってい

かなくちゃいけない。そういうことを考えたら、

幾ら行政が厳しくて倹約倹約といっても、次の

生産につながっていく、そういうものについて

は、私は思い切った投資をすべきだと思ってお

るんですよ。もう凍結３年過ぎた。私は今の青

島にあります水産試験場をちょこちょこ見てお

りますけど、あの施設ではなかなか前向きの研

究開発ができないだろうと思っておりますので、

ちょうど予算編成に入るこの時期にあえて発言

するんですが、ぜひ勇気を持って水産の振興の

ために水産試験場の改築をやりたいという意見

を財政、知事のほうにぶつけてほしいと思いま

すし、できたら、今度青島の再開発の方向が見

えてきて、今、計画が振興していますよね。私

は水産試験場の中に、ちょっとしたものでいい

んですが、見せる水族館、大きなやつでなくて

もいいから、それをあそこの国民宿舎跡地、そ

れから植物園がありますね。あそこに今の試験

場を移転してきたらいいと思うんですよ。今の

場所じゃ改築するにしてもちょっと手狭ですよ

ね。ですから、今の機を逃がしたら、あそこの

国民宿舎跡地と植物園のところは、何かほかの

ものが立地をしていきます。今あそこに移りた

いということを、ぜひ意見を集約して進めても

らいたいなという気がするんですが、いかがで

しょうか。ちょっと課長ではやりますとは言え

ないですね。部長のちょっとそこ辺の見解を。

○後藤農政水産部長 非常に青島の再開発は、

やはり宮崎県の観光についても大きな目玉にな

ると思います。したがいまして、青島の再開発

につきましては、幅広い視点で協議を重ねるこ

とが重要だと思います。ただ、現時点で、水産

試験場を即そちらのほうに持っていけるかどう

かということにつきましては、まさに御案内の

とおり、財政、予算等が非常に厳しいものがご

ざいまして、できるかできないか、そういった

ことも含めて、我々所管部としては、やはり慎

重に検討しなければいけない問題というふうに

思っています。ただ、先ほどお話の中でありま

したように、見せる部分ということがございま

したよね。これは水産振興の上でも非常に重要

なことだと思います。理解をもらうという意味

では。水産試験場の機能全体をどうするかとい

うこととは別に、いろんなそういう水産振興の

ための消費者の理解を進めるという立場に立っ

ては、やはり考えるべき点、検討すべき点はあ

るのではないかなと、今お話を伺って思ってお

ります。

○外山委員 今、部長が非常に中身の濃い、い

い意見をおっしゃいました。ぜひ見てもらって

宮崎県の漁業を振興していく、大事ですから、

あそこの国民宿舎跡地を含めた県有地の利用と

いうのは今がチャンスなんですよ。ですから、

そういうことを含めて、前向きにぜひ検討して

いただくように要望しておきます。以上です。

○宮原委員長 ほかにございませんか。

ないようですので、私から一つだけいいでしょ

うか。その他ということで、今、飼料高騰もな

んですが、畜産の部で枝肉の価格もなかなか厳

しいという状況で、子牛の価格が大分下落をし

てきているように感じるんですが、新聞ではそ
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れぞれ相場を見させていただくんですが、子牛

の価格のピークの一番高いときと、現在の雌、

去勢それぞれの差がどのぐらいになっているの

かというのを、わかればお聞かせいただけませ

んか。

○押川畜産課長 子牛の差ということでござい

ました。一番高い時期というのは、18年の52

万1,000円が平均価格としては一番高いというふ

うな数字を、県内の市場平均でございますけれ

ども、そういう数字を持っております。一番安

いときというのは、今この手元の数字から見ま

すと、59年度の24万7,000円、それから13年にＢ

ＳＥが発生いたしました。この時期が33万6,000

円、こういった数字になっているようでござい

ます。確かに現状といたしましては、直近では40

万を若干割り込むというような状況で、非常に

子牛生産農家は厳しい状況を迎えているという

ふうには思っているところでございます。

○宮原委員長 徐々に徐々に下がりつつあるよ

うな感じがするものですから、また、肥育の方

ともいろいろ話をすると、肥育の方でもいい人

と悪い人にかなり差があって、経営的にかなり

厳しいという話を聞くんですが、この40万とい

う相場が今後下がっていく傾向にあるのか、そ

れは見込みでしか言えないと思いますが、状況

的にはどんなものでしょうか。

○押川畜産課長 なかなかその辺の見通しは立

てづらいところがございます。ただ、配合飼料

価格等も若干落ち着いてくるんじゃないかな、

ただ、高どまりする非常に厳しい状況もあるん

じゃないかなというふうな見方をしております

し、現状の中では、子牛相場、一番高い時期の

子牛を買って肥育されて出荷という時期がもう

一巡していくというような状況を迎えていきま

すので、やがては購買意欲も少しずつ上がって

くるのかなというふうに考えております。です

から、私といたしましては、希望的話も入って

まいりますが、40万前後で若干推移していただ

いて、その後、上昇に転じていけばというよう

な期待を持っているところでございます。

○宮原委員長 わかりました。ありがとうござ

います。

それでは、ほかにございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 ないようであります。

以上をもって、農政水産部を終了いたします。

執行部の皆様、御苦労さまでした。

暫時休憩いたします。

午前11時45分休憩

午前11時47分再開

○宮原委員長 それでは、委員会を再開いたし

ます。

そのほか何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○宮原委員長 それでは、何もないようですの

で、以上で委員会を終了いたします。

午前11時47分閉会


